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政策分野横断型ネットワーク・ガバナンスに関する一考察
― 基礎的自治体において総合調整を担う第一線職員としての
地域担当職員制度の可能性 ―
宇佐美　淳
１　はじめに
　2011 年 3 月 11 日、東北地方・太平洋沖地震による東日本大震災（以下、「今
回の大震災」という。）が発生した。本稿では、全体を通して、今回の大震
災発生以後の社会におけるガバナンスないし公共政策のあり方について考察
する1。そこでは、地域特性に根差した多様なガバナンス、地域の独自性によ
り構築される独創的なガバナンスが求められ、それらのガバナンスはまさに
岐路に立たされており、それをどのように展開していくのかが公共政策研究
に求められているとする見解が見られる2。しかし、その公共政策研究は、今
回の大震災において、住民の生命という基本的な部分について十分に役立つ
ことができなかったことから、今後は、減災政策へとその軸を徹底的に転換
していくことが求められるとする見解も見られる3。
　何故、今回の大震災発生以後の基礎的自治体に焦点を当てるのか。その大
きな要因の 1 つとして、山下祐介と金井利之による分析が注目される。両氏
による分析の主な対象は、政府による「地方創生」政策であるが、同政策が
1 そうした今回の大震災発生以後の社会を 65 年間にも及んだ「戦後」との決別
の瞬間としての「災後」であるとする見解が見られる（御厨貴「『「災後」の文明』
のリアリティを求めて」サントリー文化財団「震災後の日本に関する研究会」
編『別冊アステイオン「災後」の文明』（阪急コミュニケーションズ、2014 年）
12 ～ 13、17 頁）。
2 池田寛二「ガバナンスの岐路に立って」法政大学大学院公共政策研究科編『公
共政策志林』第 3 号（2015 年 3 月）1 ～ 2 頁。
3 武藤博己「公共政策研究の新展開」法政大学大学院公共政策研究科編『公共
政策志林』第 1 号（2013 年 3 月）巻頭言。
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打ち出されたのはまさに今回の大震災発生以後のことであり、その点で時間
軸を一にしているものと考える。両氏によれば、地域社会（コミュニティ）
にとって住民から信託されたガバメント（政府）としての自治体は、その存
立ないし持続にとって必要不可欠なものであり、それらを切り離して議論し
てはならず、言わば「コミュニティ・ガバメント」なり「ガバメンタル・コ
ミュニティ」のようなものを追求していくべきとする4。後に本論の中で詳細
に触れるが、今回の大震災による被害状況、特にガバナンスとしての基礎的
自治体行政の機能が一時的にであれ喪失し、ガバナンスを構成する地域社会
全体が甚大な被害を受けた。そのことも要因の 1 つとして挙げられるものと
考える。
　本稿では、全体を通して、そのような岐路に立たされたガバナンスにおい
て、政策分野を横断した形でのネットワーク・ガバナンス（以下、「政策分
野横断型ネットワーク・ガバナンス」という。）の構築に向けて、最も住民
との距離が近い基礎的自治体に着目し、そこでの行政を中心とした様々なア
クターの役割について、公共政策研究の観点から考察を試みる。まずこの第
1 章では、はじめにとして、そうした本稿の考察の目的及び方法の概要につ
いて紹介する。また、本稿では、何故「政策分野横断型ネットワーク・ガバ
ナンス」が、特に今回の大震災発生以後の社会において求められているとす
るのかについてもあわせて考察する。
　そこで第 2 章では、まずその冒頭部分で、特に今回の大震災発生以後、基
礎的自治体が抱える課題とは何かを更に掘り下げて明らかにし、そうした課
題の解決策として、「政策分野横断型ネットワーク・ガバナンス」の構築に
ついて取り上げる。その上で、「ガバナンス」を構成する幾つかのアクター
の存在に触れながら、それらが行政を中心として「政策分野横断型」の対応
を図ることにより、また、「ネットワーク」によりそれらのアクターが繋が
ることによるその可能性について、事例研究を踏まえながら考察を試みる。
4 山下祐介・金井利之『地方創生の正体―なぜ地域政策は失敗するのか』（ちく
ま新書、2015 年）288 ～ 289、291 ～ 292 頁。
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　考察を進めていく上で次に問題となるのは、行政がその総合調整役を担う
対象としての地域コミュニティにおいて、そこには様々なアクターがそれぞ
れの政策分野において活動しているという点にある。つまり、それら様々な
政策分野で活動する各アクターに対し、どれだけ効果的に行政が総合調整役
を担い得るかということである。この点、確かに、行政内において各担当部
署がその専門性を高め、地域コミュニティの各アクターにアプローチをとっ
ていくという方法も十分に考えられる。しかし、複雑化かつ多岐に及ぶ住民
ニーズに応えるため、その一方でそうした役割を担う行政の職員数が減って
いる現状において、いかにして効果的かつ効率的な対策を図っていくべきか
を考察していく必要性が出てくる。そのための考察として、本稿では、総合
調整役を担う行政自身が、政策分野を横断した形で地域コミュニティへのア
プローチを試みることによるネットワーク・ガバナンスの構築ができないか
について取り上げる。
　そこで第 3 章では、その「政策分野横断型ネットワーク・ガバナンス」の
構築に向けて、その中心的存在となる、基礎的自治体における総合調整を担
う第一線職員としての「地域担当職員」制度に注目し、その考察を試みる。
本稿でも幾つか取り上げているように、いわゆる「地域担当職員」制度につ
いては、現在までに多くの先行調査及び研究が行われている。その詳細につ
いては本論中で触れることとするが、本稿でこのテーマについて取り上げる
ことの意義としては、主に以下の 2 点に絞られる。1 つは、「地域担当職員」
の存在を、それまでの単なる地域コミュニティとの連絡調整役だけではない、
地域コミュニティにおける様々なアクターとの間で構築されるネットワー
ク・ガバナンスにおいて、それら様々なアクターが活動する様々な政策分野
を横断する形での役割について考察を試みることが挙げられる。もう 1 つは、
その考察の対象とする時間軸を今回の大震災以後の社会に設定し、主にそこ
で活動する地域コミュニティのアクターとの関係性について考察を試みるこ
とが挙げられる。なお、付随的ではあるが、同制度に関する現時点での先行
研究をまとめられた点も挙げられるものと考える。そして、最後に第 4 章で
は、おわりにとして、本稿全体のまとめを試みる。
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２　政策分野横断型ネットワーク・ガバナンスの構築可能性
（1）大規模災害による基礎的自治体機能の喪失
　本稿冒頭でも触れたように、今回の大震災では、被災地の多くの基礎的自
治体がその機能を一時的にであれ喪失した。そこでは死者 1 万 5,892 人、行
方不明者 2,576 人（2015 年 6 月 10 日時点）というその被害はまさに計り知
れないほどの甚大さであり、特に基礎的自治体の中でも一部の大都市を除き、
その機能は壊滅的な状況に陥った。
　このように自治体機能の喪失を招きかねない大規模災害の発生に備えるこ
とで、平時の自治体機能の維持・向上にも繋がるものと考えることから、本
稿では、平時から政策分野を横断した形で、基礎的自治体内の各アクターが
ネットワーク・ガバナンスを構築していく方策を提案するものである。そこ
で、以下、その「政策分野横断型ネットワーク・ガバナンス」の概念につい
て、順番は前後するが、「政策分野横断型」、「ネットワーク」、「ガバナンス」
それぞれの概念定義を試みる。
（2）「ガバナンス」の概念定義
　「ガバナンス」という概念を、行政学の分野において最初に本格的に取り
上げた今村都南雄は、政策過程との関係から、その政策決定の部分にのみ関
わるものではなく、政策形成や政策実施といったその全体が対象とされると
する。そうであるが故に、その全体に携わる様々なアクターが有する「職能
のコンビネーション」であると定義している5。また、今村は、「パブリック・
ガバナンス」という言葉それ自体からも分かるように、「ガバナンス」と「公
共性」とは相互に関連した概念であるとする。そこでは、パブリック・セクター
としてのガバメントは依然として枢要な地位を占めているものの、「新たな
公共」概念の登場等、ガバメントの地位という言わば最も変わりにくい性質
5 今村都南雄「ガバナンスの概念」財団法人行政管理研究センター編『季刊 行
政管理研究』68 号（1994 年 12 月）1 ～ 2 頁。
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を有する、中核的かつ文化的伝統とでも言うべき公共性の概念それ自体の再
定義が行われていることは注目に値するとする。その上で、中央政府として
の国と地方政府としての自治体との各政府レベルにおける政治と行政との関
係として、「政府体系」論を展開している6。そして、今村は、その「政府体系」
論から、「中央統制（central control）」の限界の見極めと、対象とする「シ
ステムの自律性に対する疑念」を忘れないことの 2 点を強調する7。
　また、ガバメントとガバナンスとの関係については、総務省の第 31 次地
方制度調査会の専門小委員会でも議論されている。そこでは、政府としての
ガバメントが地域コミュニティの中で機能してこなくなっており、ガバメン
トがそれのみでは地域コミュニティの様々な課題を解決できない状況下で、
その解決のための方策としてガバナンスという考え方が生まれたとする。そ
の考え方の下で、地域コミュニティにおけるガバメントの問題を議論してい
かなければならないとする見解が見られる8。その一方で、例えば、住民と行
政との協働による協働ガバナンスとしての「ガバメントの中のガバナンス」
について議論していくべきではないかとする見解も見られる9。
　この第 31 次地方制度調査会による答申案では、「それぞれの地域の実情に
即して、地方公共団体の事務処理の適正性の確保の要請に応えるようなガバ
ナンスの仕組みを適切に確保することによって、地方公共団体が解決を期待
されている人口減少社会において合意形成が困難な課題に、より集中して対
応することができる」とする10。そのような人口減少社会において、基礎的
自治体行政がガバナンスの中でどのような合意形成を図っていくのかについ
6 今村都南雄「公共性の再定義とガバナンス論―日本における同時的展開の状
況―」山梨学院大学大学院社会科学研究科編『研究年報 社会科学研究』第 35
号（2015 年 2 月）2、5、9 ～ 10 頁。
7 同上、13 頁。
8 「総務省第 31 次地方制度調査会第 9 回専門小委員会議事録」（2014 年 10 月 1 日）
14 ～ 15 頁（武藤博己委員発言）。
9 同上、15 頁（佐々木信夫委員発言）。
10 総務省第 31 次地方制度調査会「人口減少社会に的確に対応する地方行政体制
及びガバナンスのあり方に関する答申（案）」（2015 年 12 月 25 日）4 頁。
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て、以下考察を進めていく。
（3）「ガバナンス」を構成する様々なアクター
　基礎的自治体を単位とする地域コミュニティにおいては、行政を始め、町
内会自治会長や民生委員、地域包括支援センター等の日常生活に身近な存在
の他、ガバナンスを構成するアクターは複数挙げられる11。以下、それらの内
4 つのアクターについて、特に今回の大震災との関係に触れながら紹介してい
く。なお、ここで紹介するアクターは、その業務内容からして、ガバメントの
外延を構成する存在であることが見て取れるものである。この点については、
本稿冒頭で取り上げた山下と金井による分析の中で掲げられている「コミュ
ニティ・ガバメント」なり「ガバメンタル・コミュニティ」の概念に近いもの
と考える。つまり、そのコミュニティを構成するアクターとガバメントとして
の行政がどのような関係を構築していくべきかについて考察するためのもの
である。まずここでは、それらアクターの存在について見ていくこととする。
　（3）－ 1　行政相談委員
　行政相談委員法（昭和 41 年 6 月 30 日法律第 99 号）に基づき、市区町村毎に、
総務大臣から委嘱される民間ボランティアで、各地域における各種行政に関
11 紙幅の関係上、ここではこれ以上挙げられないが、例えば、地域包括支援セ
ンターについては、そこで勤務する介護支援専門員、通称ケアマネージャー
の介護度認定業務における対住民との関係性から、それを第一線職員として
位置付ける見解も見られ（荒見玲子「政策実施に関わるアクターの応答性の
規定要因とそのメカニズム―福井県の要介護認定調査の分析から―」東京大
学社会科学研究所編『社会科学研究』第 65 巻第 1 号（2014 年 5 月）135 ～
176 頁）、今回の大震災では、特に災害時要援護者の安否確認等についてその
活躍が注目された。また、今回の大震災発生以後の旧民主党政権下で進めら
れた「新しい公共」概念に基づきその活動が活発化した NPO や、今回の大震
災において多数の犠牲者を出した消防団（員）等の存在も挙げられる。詳細は、
宇佐美淳「東日本大震災以後の基礎的自治体におけるネットワーク・ガバナ
ンスに関する考察―第一線職員と地域社会との関係に触れながら―」せたが
や自治政策研究所編『都市社会研究』第 6 号（2014 年 3 月）65 ～ 82 頁を参照。
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する苦情や相談を受ける存在として、行政相談委員が存在する。行政相談委
員には、先に触れたガバナンスの概念との関係から、地域力を向上させる戦
略モデルを動かすため、ネットワーク・ガバナンスの発想に基づくことが求
められ12、必ずしも政府と住民とが対峙した状況を前提に活動するのではな
く、今そこにある苦情の解決を目指して活動してきたが故に、ローカル・ガ
バナンスにおいて地域力を高める重要な役割を担っているとされる13。時に
その活動は、行政職員へのそれと同様に、ローカル・ガバナンスにおいて、
住民の側から地域コミュニティへの関与が求められ14、時にその活動は、対
住民との関係の中で裁量の幅が広い行政職員及びそれらを所管する関係部署
等を統制することにより、それら行政職員と同様「第一線職員」としての性
格を有するとされる15。また、そのような対住民との関係から、「第一線職員」
としての性格を有する行政相談委員には、住民を始め関係機関と強いネット
ワークを築いておくこと、苦情の発端である各種課題を解決するための手段
として、住民自治の観点から、住民自らが活動するようエンパワーメントし
ていくことが期待されるとする見解も見られる16。
　今回の大震災との関係で言えば、行政相談委員は、民生委員と同様に、普
段からそれぞれの地域コミュニティにおいて活動していることから死者も
出ている17。そこで、今回の大震災における行政相談委員の実態を把握する
12 風間規男「ローカル・ガバナンスにおける行政相談委員の役割」日本オンブ
ズマン学会編『行政苦情救済＆オンブズマン』第 7 号（2012 年 6 月）15 頁。
13 同上、16 頁。
14 同上、16 頁。
15 濱崎晃「第一線職員論から見た公的オンブズマン及び行政相談委員の政策法
務上の意義―評価法務から執行法務の適正化への展開―」日本オンブズマン
学会編『行政苦情救済＆オンブズマン』第 9 号（2014 年 7 月）26 ～ 27、33 頁。
16 山谷清秀「行政相談委員の資質と住民自治へのエンパワーメント」同志社大
学大学院総合政策科学研究科編『同志社政策科学研究』第 15 巻第 2 号（2014
年 3 月）187、192 ～ 193 頁。
17 東北行政相談委員連合協議会「大規模災害発生時の行政相談委員活動等に関
する調査研究結果報告書―東日本大震災における行政相談委員の活動記録―」
（2014 年 3 月）。
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ため、東北管区行政評価局は、管区内の東北行政相談委員連合協議会の協
力を得て、今回の大震災で被災した市町村の行政相談委員 306 人を対象に、
「東日本大震災における行政相談委員活動に関するアンケート調査」を実施
し18、215 人から回答を得ている（回収率：70.2%）。
　そのアンケート調査結果からは、特に注目すべき点として、相談委員活動
又は支援活動の再開・開始に当たっての関係機関・各種委員等との連携状況
について、「民生・児童委員」との回答が 27.9%、「自治会・町内会」との回
答が 27.1% となっている。また沿岸市町村を対象とした同じ質問では、「民
生・児童委員」との回答が 30.6%、「自治会・町内会」との回答が 30.6% となっ
ている。これらの数値を他の機関である市町村の災害対策本部や行政評価局
等が 50 ～ 60% 以上であることと比べると、低い数字となっていることが伺
える19。つまり、この行政相談委員は、他のアクターと比べてもガバメント
としての行政との距離がかなり近く、そうであるが故に、「第一線職員」と
しての性格を有するという指摘が見られるものと考える。
　このような今回の大震災での経験を活かし、行政相談委員を所管する総務
省行政評価局は、2013 年 4 月、「行政相談委員との協働の充実及び行政相談
機能向上のためのアクションプラン」を改定し、「災害発生時の迅速かつ的
確な対応」の項目を追加している。その中で、「被災者のニーズに対応した
行政相談活動の展開」を始め、「災害発生時における行政相談委員への支援」
の他、「災害対応に係る市区町村・国の関係行政機関及び行政相談委員との
連携」等、自治体行政との連携はもとより、避難所生活者への専門的な支援
を行う関係機関との連携や、行政相談委員自身への支援等が求められてい
る20。これらの項目からは、大規模災害時においても、地域コミュニティに
おけるネットワーク・ガバナンスの中で行政相談委員が果たす役割の重要性
の一端を見て取れるものと考える。
18　 東北行政相談委員連絡協議会、前掲報告書 3 頁。
19　 同上、12 頁。
20　 総務省行政評価局「行政相談委員との協働の充実及び行政相談機能向上のた
めのアクションプラン」（2013 年 4 月改定）17 ～ 19 頁。
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　（3）－ 2　集落支援員
　また、総務省では、地域の実情や集落対策の推進等に関して知識を有する
人材に対し、地方自治体からの委嘱を受け、市区町村職員と連携する中で、
集落での巡回や状況把握等を担うべく、「集落支援員」制度を導入してい
る21。なお、同支援員は、財政手当として、1 人当たり、専任が 350 万円、兼
任が 40 万円をそれぞれ当てられている。支援員の数は以下の表 1 の通りで
あるが、制度開始の 2008 年から 2014 年までの 6 年間で、専任 659 名、兼任
約 1,850 名、144 自治体のそれぞれ増となっている。
表 1 　「集落支援員」の活動状況
年度 専任者数 兼任者数 自治体数
平成 20 年度 199 名 約 2,000 名 77 自治体
平成 21 年度 449（250）名 約 3,500（1,500）名 122（45）自治体
平成 22 年度 500（51）名 約 3,600（100）名 147（25）自治体
平成 23 年度 597（97）名 約 3700（100）名 158（11）自治体
平成 24 年度 694（97）名 3,505（▲約 195）名 192（34）自治体
平成 25 年度 741（47）名 3,764（259）名 196（4）自治体
平成 26 年度 858（117）名 3,850（86）名 221（25）自治体
総務省ホームページ「集落支援員」のページ <http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_
gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03000073.html.>（最終閲覧日：2016 年 2
月 1 日）より筆者が作成。カッコ内は前年度からの増減。
　なお、2014 年度の都道府県別の数と、その関係性の強い過疎地域との関
21 以下、集落支援員制度については、総務省ホームページより「集落支援員」
のページ
 <http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_
kaikaku/02gyosei08_03000073.html> 等を参照（最終閲覧日：2016 年 2 月 1 日）。
 　また、その詳細については、「過疎地域等における集落対策の推進要綱の策
定について（通知）」（平成 25 年 3 月 29 日付け総行応第 57 号・総行人第 8 号・
総行過第 11 号総務省地域力創造グループ地域自立応援課長、人材力活性化・
連携交流室長、過疎対策室長、各都道府県担当部局長・各都道府県議会事務
局長宛て）等もあわせて参照。
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係については、以下の表 2 の通りである。
表 2　「集落支援員」と過疎地域との関係
  
都道府県名 支援員数（名）
過疎地域を有する
自治体数
北海道 25 149 市町村
青森県 0 28 市町村
岩手県 16 22 市町村
宮城県 2 9 市町
秋田県 3 21 市町村
山形県 9 21 市町村
福島県 27 29 市町村
茨城県 26 4 市町
栃木県 1 3 市町
群馬県 6 14 市町村
埼玉県 6 4 市町村
千葉県 14 6 市町
東京都 0 6 町村
新潟県 39 14 市町村
富山県 0 3 市町
石川県 12 9 市町
福井県 6 6 市町
都道府県名 支援員数（名）
過疎地域を有する
自治体数
山梨県 0 15 市町村
長野県 31 37 市町村
岐阜県 11 14 市町村
静岡県 9 8 市町
愛知県 0 5 市町村
三重県 13 9 市町
滋賀県 3 2 市
京都府 17 9 市町
大阪府 0 1 村
兵庫県 112 9 市町
奈良県 12 15 市町村
和歌山県 9 18 市町村
鳥取県 56 12 市町
島根県 93 19 市町村
岡山県 14 20 市町村
広島県 46 16 市町
山口県 12 12 市町
都道府県名 支援員数（名）
過疎地域を有する
自治体数
徳島県 18 13 市町村
香川県 2 8 市町
愛媛県 1 17 市町
高知県 27 28 市町村
福岡県 9 21 市町村
佐賀県 3 9 市町
長崎県 29 13 市町
熊本県 2 27 市町村
大分県 79 16 市町村
宮崎県 24 17 市町村
鹿児島県 29 41 市町村
沖縄県 5 18 市町村
合計 858 797 市町村
構成比率（％） 100 100
総務省ホームページ「集落支援員」
のページ及び、全国過疎地域自立
促進連盟『過疎地域』第 467 号
（2014 年 4 月）より筆者が作成。
　過疎の問題に着目すると、例えば 2014 年 4 月 1 日現在、新たに非過疎団
体から 22 の団体が加わったことにより、過疎市町村の数は 797 団体となり、
全国の 1,719 市区町村の 46% にあたる。その人口は 1,135 万人余（2010 年国
勢調査人口）と、全国の人口の 9% あまりに過ぎないが、その面積は日本国
土の半分以上を占めるまでに至っている22。
　この表 2 からは、今まで個々に分析・検討が試みられてきた、「集落支援員」
と「過疎地域」との関係が読み取れるものと思われる。例えば、「集落支援員」
は単純にその名称から、「過疎地域」に多く配置されていると思われるものの、
国の方針ではそのような条件の限定は行わないこととされている。しかし、
その実態は、「集落支援員」の約 7 ～ 8 割が、密度の濃淡に違いはあるものの、
「過疎地域」に配置されていることが分かる。また、配置される支援員が「専
22 全国過疎地域自立促進連盟『過疎情報』第 467 号（2014 年 4 月）15 ～ 31 頁。
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任」か「兼任」かの違いは、かなり大きな意味を持つものであることが分か
る。つまり、「専任」として配置されることにより、住民との信頼関係がよ
り強まることが考えられるからである。この点、都市部との交流を目的に、
20 代の U ターン者を公募で選考した事例も見られる。こうした取組により、
少なからず支援員と住民、そして他の関係者等との信頼関係は強まっており、
また、行政がより地域コミュニティとの関わりを能動的に進めるようになる
ことにも繋がる。そうすることで、地域コミュニティ内のネットワークの構
築が強化されているものと考える。
　この他、2014 年 2 月から 9 月にかけて、内閣府が、全国の孤立可能性の
ある集落23 及び、防災対策の状況把握を目的に実施した、「中山間地等の集
落散在地域における孤立集落発生の可能性に関する状況フォローアップ調査
（第 2 回）」では、合計 19,160 集落で、2009 年度調査時の 19,211 集落より 51
集落の減となった24。本調査は、2004 年に発生した新潟県中越地震において
多数の孤立集落が発生したことを受け、2005 年に初めて実施されたもので
ある。その後、2008 年に発生した岩手・宮城内陸地震を踏まえ、翌 2009 年
に第 1 回フォローアップ調査を行い、さらに、2011 年に発生した今回の大
震災を受け、第 2 回フォローアップ調査として行われたものである。この点、
同調査は、そのもの自体が、震災（災害）と（孤立）集落との関係性をよく
見て取れる材料であるものと考える。
　（3）－ 3　復興支援員
　この「集落支援員」と類似した制度として、同じく総務省が打ち出してい
23 孤立可能性のある集落とは、集落への全てのアクセス道路が道路災害危険箇
所等に隣接しているため、地震に伴う土砂災害等の要因により道路交通が途
絶し、外部からのアクセスが困難となる恐れのある集落や、船舶の停泊施設
がある場合は、地震または津波により当該施設が使用不能となり、海上交通
についても途絶する恐れのある集落のこと。
24 内閣府（防災担当）「「中山間地等の集落散在地域における孤立集落発生の可
能性に関する状況フォローアップ調査（第 2 回）」の結果について」（2014 年
10 月）。
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る「復興支援員」制度が挙げられる。同制度は、今回の大震災を受け、「被
災地域におけるコミュニティの持続可能性について懸念され」、「震災からの
復興にあたっては、地域に根ざしたコミュニティ主体の復興を行うことが重
要であり、コミュニティ再構築に向けた人材面での支援が不可欠である」こ
とから創設されたものである。その内容は、①被災地方自治体が、被災地域
内外の人材を委嘱、②期間は最長で 5 年間、③被災地方自治体が定める復興
計画や同計画に基づく要綱等に根拠を持つものして設置されるものであるこ
と、④総務省は復興支援員の推進に取り組む被災地方自治体に対して必要な
財政上の支援を行うこと（復興支援員 1 人たり報償費等 200 万円程度及び所
要の活動経費の特別交付税措置を講じる）とされている25。各自治体での取
組については、以下の表 3 の通りである。
表 3　 「復興支援員」の活動状況
都道府県名 市町村名 人口 高齢化率 事業名 実施主体 支援員数 開始年月
岩手県
一般社団法人SAVE TAKATA 3名 H24.10～
岩手県
NPO法人レスパレイトハウス・ハンズ 2名 H25.1～
岩手県
陸前高田市仮設住宅連絡会 1名 H25.4～
岩手県
NPO法人陸前たがだ八起プロジェクト 1名 H25.4～
岩手県
陸前高田地域振興株式会社 1名 H25.4～
岩手県
NPO法人陸前高田市支援連絡協議会Aid
TAKATA
1名 H26.5～
岩手県
三陸鉄道株式会社 1名 H25.1～
岩手県
三陸ジオパーク推進協議会 1名 H26.5～
岩手県
一般社団法人大船渡市観光物産協会 1名 H25.4～
岩手県
NPO法人夢ネット大船渡 2名 H25.4～
大船渡市復興支援員
（応急仮設住宅支援員）
大船渡市
株式会社ジャパンクリエイト 69名 H26.4～
大船渡市復興支援員
（観光振興支援員）
大船渡市
一般社団法人大船渡市観光物産協会 9名 H26.4～
大船渡市復興支援員
（在宅被災者等支援員）
大船渡市
公益財団法人共生地域創造財団 7名 H26.4～
大船渡市復興支援員
（市民活動支援員）
大船渡市
大船渡市市民活動支援協議会 5名 H26.4～
久慈市 3万7,485人 27.36% いわて復興応援隊 岩手県久慈商工会議所 1名 H25.4～
北上市 9万3,708人 25.70% 北上市地域・産業連携復興支援員
北上市
バイヤーズ株式会社 1名 H26.4～H27.3
釜石市 3万6,439人 34.70% 釜石リージョナルコーディネーター（釜援隊）事業
釜石市
一般社団法人RCF復興支援チーム 14名 H25.4～
いわて復興応援隊
宮古市 5万7,459人 32.37% いわて復興応援隊
陸前高田市 2万565人
いわて復興応援隊
33.31%3万8,896人大船渡市
34.36%
岩手県
25 「復興支援員推進要綱」（平成 24 年 1 月 6 日付け総行応第 60 号）や「東日本
大震災からの復興の基本方針」（平成 23 年 7 月 29 日東日本大震災復興対策本
部決定）等を参照。
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都道府県名 市町村名 人口 高齢化率 事業名 実施主体 支援員数 開始年月
岩泉町 1万555人 38.55% いわて復興応援隊 岩手県岩泉町 1名 H24.10～
軽米町 1万204人 33.54% いわて復興応援隊 岩手県、軽米町㈱軽米町産業開発 1名 H24.10～
住田町 6,127人 39.15% いわて復興応援隊 岩手県住田町ふるさと体験協議会 1名 H25.4～
洋野町 1万8,485人 31.87% いわて復興応援隊 岩手県洋野町 1名 H24.10～
いわて復興応援隊 岩手県復興まちづくり大槌株式会社 1名 H25.4～
大槌町復興支援員配置事業 大槌町株式会社ジャパンクリエイト 83名 H26.4～H27.3
いわて復興応援隊 岩手県社会福祉法人山田町社会福祉協議会 1名 H25.4～
やまだ復興応援隊事業 山田町一般社団法人RCF復興支援チーム 4名 H26.6～
野田村 4,560人 31.38% いわて復興応援隊 岩手県野田村 1名 H24.10～
九戸村 6,358人 35.55% いわて復興応援隊 岩手県㈱九戸村ふるさと振興公社 1名 H24.10～
田野畑村
一般社団法人田野畑村産業開発公社 1名 H25.4～
岩手県
NPO法人体験村・たのはたネットワーク 1名 H25.4～
石巻地区復興応援隊設置事業
宮城県
石巻市（NPO法人石巻スポーツ振興サポートセ
ンター）
3名 H24.8～
石巻市産業復興支援員 石巻市東北農都共生総合研究所 7名 H26.10～
石巻圏域 19万7,199人 28.00% 復興応援隊設置事業 宮城県石巻市（NPO法人石巻復興支援ネットワーク） 6名 H25.4～
石巻市
雄勝地区 2,209人 45.90% 復興応援隊設置事業
宮城県
石巻市（NPO法人雄勝まちづくり協会） 4名 H24.6～
石巻市
牡鹿地区 3,196人 43.27% 復興応援隊設置事業
宮城県
石巻市（NPO法人キャンパー） 6名 H24.8～
石巻市
北上地区 2,782人 32.90% 復興応援隊設置事業
宮城県
石巻市（NPO法人パルシック） 5名 H24.12～
石巻市
中央地区 ― ―
石巻市中央地区復興応援隊設
置事業
宮城県
石巻市（一般社団法人みらいサポート石巻） 8名 H24.12～
東松島地区復興応援隊設置事業 宮城県東松島市（一般社団法人東松島復興協議会） 8名 H24.7～
東松島市復興まちづくり推進員
導入事業
東松島市
東北圏地域づくりコンソーシアム 4名 H26.4～H27.3
仙台市
若林区 13万3,922人 20.70%
仙台市若林区復興応援隊設置
事業
宮城県
仙台市（NPO法人子ども育成支援協会） 3名 H24.10～
自治会活動支援事業 11名 H24.4～
震災復興支援チーム 7名 H25.2～
担い手育成支援事業 気仙沼市 2名 H25.4～
地場産業再生支援事業 気仙沼市 5名 H26.8～H27.3
多賀城市 6万2,437人 21.40% 被災自治会・町内会再生事業 多賀城市一般社団法人東北圏地域づくりコンソーシアム 2名 H24.8～
女川町 7,124人 36.01% 女川地区復興応援隊設置事業 宮城県女川町（復幸まちづくり女川合同会社） 7名 H25.7～
南三陸地区復興応援隊設置事業 宮城県南三陸町（株式会社ゆいネット） 6名 H24.10～
南三陸町伊里前地区復興応援
隊設置事業
宮城県
南三陸町（南三陸商工会） 2名 H25.11～
南三陸町志津川地区復興応援
隊設置事業
宮城県
南三陸町（一般社団法人南三陸町復興推進
ネットっワーク）
3名 H26.4～
南三陸町入谷地区復興応援隊
設置事業
宮城県
南三陸町（一般社団法人南三陸研修センター） 2名 H26.4～
― 193万3，753人 28.00% 福島県復興支援（専門）員
福島県
一般社団法人ふくしま連携復興センターほか
10団体
41名 H26.3～
相馬市 3万5,977人 27.80% 相馬市復興支援員事業 相馬市相馬双葉漁業協同組合 2名 H26.4～H27.3
田村市 3万7,833人 30.20% 田村市復興応援隊 田村市特定非営利活動法人コースター 9名 H25.7～
伊達市
霊山地域 8,108人 34.70% 伊達市復興支援員
伊達市
一般社団法人りょうぜん振興公社 1名 H26.9～
丸森町
耕野地区 744人 42.61% 丸森町復興支援員
丸森町
丸森町耕野振興会 1名 H25.9～H27.3
大熊町 1万841人 23.80% 大熊町復興支援員
大熊町
一般社団法人RCF復興支援チーム
公益財団法人助けあいジャパン
13名 H26.4～
双葉町 6,321人 29.80% 双葉町復興支援員 双葉町一般社団法人RCF復興支援チーム 10名 H25.8～
浪江町 1万9,373人 28.20% 復興支援員導入事業（県外避難者支援）
浪江町
東北活性化研究センター他 30名 H24.8～
富岡町 1万5,263人 22.73% 富岡町県外避難者支援事業 富岡町一般社団法人埼玉県労働者福祉協議会 4名 H27.1～
長野県 栄村 2,130人 47.10% 栄村復興支援員 栄村社会福祉法人栄村社会福祉協議会 3目 H25.11～
総務省地域力創造グループ地域自立応援課人材力活性化・連携交流室ホームページ<http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000067.html.>
（最終閲覧日：2016年2月1日）より筆者が作成。
気仙沼市
25.30%4万201人
33.30%
32.28%
田野畑村
福島県
いわて復興応援隊
宮城県
南三陸町 1万4,169人 31.56%
石巻市 14万9,874人 28.50%
気仙沼市 6万7,602人 33.90%
東松島市
3,747人 34.21%
大槌町
山田町 1万6,700人
岩手県
1万2,563人
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　平成 26 年度実績で支援員数は 452 人（実施自治体数：3 県 18 市町村）、
平成 25 年度実績で、20 歳代が 22%、30 歳代が 31% と、その約半数が 20 ～
30 歳代となっている。また、委嘱前居住地について、活動地域内が 62%、
活動地域外が 38% と、その約 6 割が被災地内であるが、被災地外も約 4 割
という内訳となっている。その活動内容については、被災者の生活支援や見
守り・ケアが 43 人、地域おこし活動の支援が 44 人と、前述の「集落支援員」
の役割との繋がりがこの点に見て取ることができる26。
　以上、「復興支援員」に関する概要を見てきたが、その委嘱人数は制度開
始当初より大幅に増え、特に基礎的自治体が主体となった事業が増えている。
また、自治体等の既存の地域コミュニティの構成員とは違い、その年齢構成
の若さと、一時的な活動になりがちなボランティアとは違い、その地域コミュ
ニティで定住生活を送ることとなっている同支援員が、被災地外からも委嘱
されていることは注目に値する。特に、この復興支援員について言えること
として、ここで取り上げている他のアクターとは若干違い、その活動主体に
は NPO や民間企業等も含まれていることから、ガバメントの外延を越えた、
まさにガバナンスの一部を構成する存在であると言える点が挙げられる。そ
の一方で、同支援員の約 6 割が被災地の住民であることから、そこに感情を
重ねてしまい、住民の悩みを 1 人の支援員が全て抱え込むこととなり、かえっ
てその役割を果たせない結果となってしまう事例も見受けられるという27。
こうした課題には、本稿で考察対象の中心をなすネットワーク・ガバナンス
の概念が有効となるものと考える。
26 以下、「復興支援員」に関する状況は、総務省地域力創造グループ地域自立応
援課人材力活性化・連携交流室ホームページより「平成 26 年度復興支援員設
置状況」等
 <http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_
 03000067.html.> を参照（最終閲覧日：2016 年 2 月 1 日）。
27　櫻井常矢「震災復興・地域コミュニティ再生と中間支援システム―復興支援
員の展開過程をもとに―」日本地域政策学会編『日本地域政策研究』第 14 号
（2015 年 3 月）8 頁。
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　（3）－ 4　コミュニティ交流員
　この他、厚生労働省では、今回の大震災による長期避難者等の生活拠点の
形成に係る事業として、長期避難者等の受入市町村において、高齢者や障が
い者等に対して必要となる相談、介護、生活支援等の提供体制づくりの推進
を図るための費用を支援する事業を立ち上げている28。同事業は、コミュニ
ティ復活交付金の基幹事業としての被災者生活支援事業で、そこでは、福島
県内の長期避難者等が復興公営住宅に入居する際に、不安なく新生活を送る
ことを目的としたコミュニティ交流員等の設置を進めている。その設置状況
は以下の表 4 のとおりである。
表 4　コミュニティ交流員の配置状況（2016 年 2 月 1 日現在）
受入市町村名 人数 備考
福島市
3 名
桑折町
二本松市 1 名 平成 28 年 2 月以降の予定
会津若松市 2 名 内 1 名は平成 28 年度前期～
郡山市 11 名
本宮市 1 名 平成 28 年 2 月以降の予定
白河市 1 名 平成 28 年度前期の予定
南相馬市 5 名 平成 28 年 2 月以降の予定
いわき市
10 名
内 1 名は平成 27 年度後期～、
3 名は平成 28 年度前期の予定川内村
川俣町 3 名
内 1 名は平成 28 年度前期～、
2 名は平成 28 年度後期～
三春町 2 名 平成 27 年 12 月以降の予定
大玉村 1 名
※復興庁「長期避難者等の生活拠点の形成に向けた取組方針の公表について」
（2014 年 5 月・2015 年 1 月・2015 年 9 月・2015 年 12 月）より筆者作成。
28 以下、「コミュニティ交流員」に関する状況は、復興庁「長期避難者等の生活
拠点の形成に向けた取組方針の公表について」（2014 年 5 月・2015 年 1 月・
2015 年 9 月・2015 年 12 月）を参照。
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　基礎的自治体においてこれら様々なアクターが構成するガバナンスではあ
るが、それらが各自勝手に別の方向を向いて活動するのでは、その効果が薄
れてしまうことが懸念される。そこで、次に「政策分野横断型」の概念定義
を試みることにより、各アクターが対応する政策分野のみではなく、それら
を横断した形で取り組むことの可能性について考察を試みる。
（4）「政策分野横断型」の概念定義
　（4）－ 1　災害時要援護者対策に関する事例研究
　最近、災害時における地方自治体の住民に対する各種援助等について規定
した、災害救助法（昭和 22 年 10 月 18 日法律第 118 号）に関する事務を所
管する国の担当府省が、2013 年 10 月より、厚生労働省から、他の防災分野
の事務についても中心的な役割を担っている内閣府に移管された29。今更で
はあるが、各自治体行政における事務分掌は、基本的に国のそれに対応して
構成されている。この点、各自治体行政において、今回の大震災発生までは、
災害救助法に関する事務を所管している部署の多くは福祉部署、特に生活保
護担当部署が担っていたものと思われるが、現在は、その所管が徐々に防災
部署中心に移管されつつあるものと思われる。この移管の背景には、今回の
大震災発生もその 1 つとして挙げられる。その被災状況を受け、少しでも対
応を迅速かつ効率的に実施していくために行われたものであると考えられる
ためである。つまり、この今回の大震災発生を境に、それまで様々な部署で
分担していた防災に関する事務が、防災部署中心に再構成されつつあるとい
うことである。
　このような異なる分野の政策を実施していくにあたり、所管する各担当部
署等が連携を図る、多機関連携という方法が注目される30。確かに、そうし
29 鈴木庸夫編著『大規模震災と行政活動』（日本評論社、2015 年）38 頁。なお、
国における各種防災政策を所管する省庁の変遷については、風間規男「阪神・
淡路大震災と防災政策ネットワーク」近畿大学法学会編『近畿大學法學』50 巻 2・
3 合併号（2003 年 1 月）119 ～ 238 頁が詳しい。
30 多機関連携に関する考察については、伊藤正次「多機関連携としてのローカル・
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た方法も十分に有効性があるものと考える。しかし、例えば、既存の多機関
が連携するにあたっても、それらを調整等する役割を誰が担うのかが問題と
なる。これを解決するための 1 つの方法として、ここでは、異なる分野の政
策に対して横断的な対応を図る方法について、特に、先にも触れた防災部署
と福祉部署とを横断的に対応する「防災福祉」の概念にも触れる31。この後
見ていく事例は、まさにその具体的なものではないかと考える。
　その考察のための 1 つの材料として、災害時において、避難行動や避難所
生活に何らかの支援を必要とする高齢者や障がい児者等の、いわゆる災害時
要援護者32 について、各自治体におけるその災害時要援護者に関する事務を
所管する部署の編成と、今回の大震災発生前後でのその変化について分析を
試みる。その分析を行うにあたり、実際の事例研究も踏まえ、まずは、総務
省消防庁が全国の市区町村を対象に実施した、災害時要援護者の担当部署に
関する調査結果33 を基に作成した、2 つの表を見ながら考察を進めていく。
ガバナンス―就労支援行政における可能性―」宇野重規・五百旗頭薫編著『ロー
カルからの再出発―日本と福井のガバナンス』（有斐閣、2015 年）64 ～ 81 頁
が詳しい。
31 同概念は、「災害を契機として生活困難に直面する被災者を特に災害時要援護
者の生命、生活、尊厳を守るため、災害時要援護者のニーズをあらかじめ的
確に把握し、災害からの援護、生活支援、生活再建に対し、効果的な援助を
組織化する公私の援助活動である」と定義される（西尾祐吾「災害福祉の概念」
西尾祐吾・大塚保信・古川隆司編著『災害福祉とは何か―生活支援体制の構
築に向けて―』（ミネルヴァ書房、2010 年））。
32 今回の大震災を受け改正された災害対策基本法において、それまで法律上に
は明確な表記がなかった「災害時要援護者」は、「避難行動要支援者」及び「要
配慮者」と明記され、さらにそれらに関する対応について、地域防災計画に
位置付けるよう市区町村に義務付けられた。ここでは、後に取り上げる総務
省消防庁による調査に基づき、その表記を「災害時要援護者」に統一した（今
回の大震災における災害時要援護者をめぐる考察については、宇佐美淳「＜
研究ノート＞災害時要援護者の安全を目的とする防災福祉面での危機管理政
策に関する考察―東日本大震災の事例に触れながら―」日本自治体危機管理
学会編『自治体危機管理研究』9 号（2012 年 3 月）123 ～ 133 頁を参照）。
33 総務省消防庁「市区町村における災害時要援護者対策の担当部署調査結果
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　最初に、1 つ目の表として、その担当部署が防災、福祉、総務のいずれで
あるか34、今回の大震災発生後について、その市区町村数を主担当と副担当
とに分けて表 5 としてまとめた。
表 5　災害時要援護者対策の担当部署
担当部署
主担当 副担当
防災 福祉 総務 計 防災 福祉 総務 計
担当数 641 916 269 1,826 474 876 159 1,509
割合（％） 35.1 50.2 14.7 31.4 58.1 10.5
※総務省消防庁「市区町村における災害時要援護者対策の担当部署調査結果（2013 年 4 月 1 日現在）」
（2013 年 4 月）より筆者作成。
　次に、2 つ目の表として、表 5 を更に細かく分類した形で、今回の大震災
発生前後で、担当部署が変化した市区町村に着目して、その変化の内容がど
のようなものであるか、表 6 としてまとめた。
（2011 年 4 月 1 日現在）」（2011 年 4 月）、総務省消防庁「市区町村における災
害時要援護者対策の担当部署調査結果（2013 年 4 月 1 日現在）」（2013 年 4 月）。
34　 ここでは、分類の便宜上、担当部署について課単位で 3 つに分けた。何故防
災と福祉以外を総務としたかについては、多くの自治体の場合、特に単独の
防災に関する課を有する自治体では、大きく分類するとそれは企画部署に所
属しているものと思われる。その一方で、あくまでも単独で防災に関する課
を有していることが多いため、また、逆に単独の防災に関する課を持つこと
ができない自治体では、総務部署内に係ないしは担当が所属していることか
ら、このような分類とした。この内、例えば、本調査結果で示された範囲内で、
防災に関する課が総務部に設置されている場合には、防災部署として、逆に、
総務部ないしは総務課の表記については、実際にはその担当が防災に関する
係であったとしても、そこに防災部署という表記がなされていない以上、総
務部署としてそれぞれ分類している。
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表 6　東日本大震災発生前後における災害時要援護者対策担当部署の変化
組織の変化
主担当 副担当
防災→福祉 防災→総務 福祉→防災 福祉→総務 総務→防災 総務→福祉 + 防災 + 福祉 ＋防災 + 福祉 ＋総務
担当数 59 2 17 5 13 11 7 13 55 103 11
※総務省消防庁「市区町村における災害時要援護者対策の担当部署調査結果（2011 年 4 月 1 日現在）」（2011
年 4 月）及び、同「市区町村における災害時要援護者対策の担当部署調査結果（2013 年 4 月 1 日現在）」（2013
年 4 月）より筆者作成。
　これら 2 つの表の分析を通して、全体的には、今回の大震災発生前は、主
に防災部署の割合が多かったが、発生後は、福祉部署の割合が多くなってい
ることが明確に読み取れる。特に、主担当が防災部署から福祉部署へと変化
している事例が多いことが分かる。この点、確かに、主担当を福祉部署が担っ
ていた場合で、今回の大震災発生後、そこに防災部署が加えられている事例
も多く見られた。しかし、逆に、主担当を防災部署が担っていた場合で、今
回の大震災発生後、副担当に福祉部署が加えられている事例も同様に多く見
られた。これが全体的に福祉部署の担当割合の増加に関する要因であるもの
と考える。それは、言うまでもなく、先にも触れた通り、今回の大震災によ
る教訓を踏まえたものであり、被害の甚大さという点もあるが、そこには防
災部署のみでは決して解決することのできない課題が山積し、特にこの災害
時要援護者対策について見た場合、その対象となる住民を所管する福祉部署
の積極的な関与が強く求められたものと考えられる。
　（4）－ 2　行政内における多機関連携の困難性
　先の表 5 及び表 6 からも明らかとなったように、その担当部署が最大で 3
部 7 課にわたるという事例も見られるなど、基礎的自治体内では、例えば、
その担当が福祉部署の場合、対象となる住民の特性等から、その担当は各課
により構成される場合が多い。
　このように、行政内における政策分野毎の担当部署による多機関連携につ
いては、それが実効性を備えるための課題として、関係機関の間で情報共有
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によるコミュニケーション不足が生じると、政策の優先順位をめぐる対立や
責任の押し付け合いが発生する可能性があるものと言える35。実際の事例の
中にも見られるが、最終的に、いっそのこと全ての関係部署が主担当を担う
事例も考えられるが、これはまさに“諸刃の刃”的な結果となるものと思わ
れる。
　ここまで、「ガバナンス」及び「政策分野横断型」の概念をそれぞれ見て
きたが、最後に「ネットワーク」の概念について考察を試みることで、その「ガ
バナンス」を構成する各アクターが、「政策分野横断型」の対応として、「ネッ
トワーク」を構成することの意義を見出していきたい。
（5）「ネットワーク」の概念定義
　「ネットワーク」の概念については、政策実施や公共サービスの提供に用
いられる組織内のネットワークとして、「協働型ネットワーク（collaborative 
network）」に着目した中嶋学による定義付けが注目される。そこでは、行
政が単独では提供できず、また、市場を通しても十分に提供されない公共財、
公共サービス、公共的価値を提供しているとする。そのために、行政組織、
非営利組織、営利組織が結合した集合体としての協働型ネットワークは、そ
のネットワークに参加しているアクターの資源・知識・技術等と結合するこ
とにより、単独のアクターの守備範囲を超える複雑な社会問題への対応が可
能になることから、様々な政策分野において用いられるとする36。
　しかし、中嶋によると、その協働型ネットワークも、多様なアクターの参
加により、調整や協働が困難になるという問題を抱えているとされる37。そ
れ故に、協働型ネットワークでは、当然の帰結ではあるが、アクター間の調
35 伊藤、前掲論文 97 頁。
36 中嶋学「協働型ネットワークにおける蓄積情報の活用―米国 A 郡の事例―」
日本行政学会編『年報行政研究 50 行政の専門性と人材育成』（ぎょうせい、
2015 年 5 月）81 頁、中嶋学「＜研究ノート＞協働型ネットワークにおける業
績情報の学習のための活用―米国 A 郡の事例―」日本公共政策学会編『公共
政策研究』第 15 号（2015 年 12 月）131 ～ 145 頁。
37 同上、81 頁。
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整及び協働なくしては効果的な公共サービスが提供されないとする。しかし、
その多様なアクターの参加が自然にアクター間の相互依存関係を生み出し、
それ自体が協働型ネットワークによるアクター間の調整及び合意形成に対し
て不可欠な機能として働いているとする38。
（6）小括
　ここまで考察を進めてきて、基礎的自治体において、異なる分野の政策を
横断的に対応するには、行政内の関係機関が連携を図る方法が現在主流であ
ること、しかし、そこには大きな課題が依然として残されていることが分かっ
た。そこで、多機関連携でも、冒頭で取り上げた、行政内外の機関が連携す
る、ネットワーク・ガバナンスの有効性が 1 つの鍵になるものと考える。また、
もう 1 つの鍵として、それら地域コミュニティ全体の各アクターを総合調整
する役割として、行政には、政策分野横断型の存在が必要とされるものと考
える。そこで、先に取り上げた、政策分野横断概念の 1 つである「防災福祉」
の概念は、1995 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部地震による阪神・淡路大
震災での教訓に基づき、特にその被害が甚大であった兵庫県神戸市では、そ
の名を冠した、防災福祉ネットワークが実際に地域コミュニティに根付いて
いる。そのきっかけは行政からのものであったとしても、現在ではまさにグ
ラスルーツであると思われる。
　しかし、その教訓は日本全国に活かされることはなく、今回の大震災発生
による甚大な被害の 1 つの要因となってしまったことは疑いのない事実であ
ると考える。では、今回の大震災で甚大な被害を受けた東北地方の被災地に
おいて、神戸市の防災福祉ネットワークのような体制が全く構築されていな
かったのかと言えば、決してそうは言い切れない。本章でも触れたような地
域コミュニティにおける様々なアクターにより構築される、必然的に政策分
野を横断した形でのネットワーク・ガバナンスが構築されている自治体も見
られるからである。
38 同上、97 ～ 98 頁。
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　つまり、そこに足りない点としては、それらを意識的に繋げる存在であり、行
政における第一線職員には、まさに地域コミュニティの総合調整役としてその
役割を担っていくべき存在としての可能性を秘めているのではないかと考える。
　以下、その「政策分野横断型ネットワーク・ガバナンス」における総合調
整役を担う第一線職員として、「地域担当職員」制度に着目し、その可能性
について考察を試みる。
３　基礎的自治体において総合調整を担う第一線職員としての地域
担当職員制度
（1）「地域担当職員」制度の概要
　その「地域担当職員」については、「一口に地域担当制といっても、…形
式面だけで制度設計の在り方にはヴァラエティがある…」との指摘や39、「…
用法としては…様々な状況である。「制度」とすることは、やや一般的と言
い難い」との指摘が見られるように40、その定義が曖昧な点が否めない。そ
こで、本稿では、「単位自治会や連合会、あるいは校区単位など、基本的に
基礎自治体内を網羅する形で区分された一定の地区ごとに、当該地区を担当
する人材を配置し、行政上の地域課題や要望等の聴取、各種地区別計画の策
定支援など、住民・行政間の連絡・調整機能を担う制度」や41、「自治体職員
が地域のコミュニティや住民、各種団体などの担当職員となり、地域の問題・
課題の解決や積極的なまちづくりに向けて共に考えていこうとするしくみ」
という42、先行研究における定義に基づいて考察を進めていくこととする。
39 大杉覚「地域担当制は何をもたらすのか」『市政』62 号（全国市長会、2013 年 4 月）
10 頁。
40 元木博「「地域担当職員制度」の現状と課題―中核市規模の自治体に対する調
査結果から―」八王子市都市政策研究会議編『まちづくり研究はちおうじ』
第 4 号（2007 年 3 月）103 頁。
41 佐藤彰彦「地縁型住民自治組織の位置づけと地域担当制度に関する研究」日
本地域政策学会編『日本地域政策研究』第 7 号（2009 年 3 月）163 頁。
42 元木、前掲論文 104 頁。
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　重ねてそもそもここで言うところの職員は、一市民としての職員なのか、
それとも職務として活動する職員なのかが明確にはなっておらず、その点か
らもその職員を「ストリート・レベル」の「機能」として限定できるのかが
不明確であるという指摘が想定される。そこでこれらの内どちらか明確にし
なければならないということであれば、本稿ではあくまでも後者ということ
となる。しかし、そもそもそのようにフォーマルな立場とインフォーマルな
立場とを全く分けて捉える考え方には若干の疑問が残るところである。
　そのような第一線職員と地域担当職員との関係について、田尾雅夫は、地
方公務員としての自治体職員を、官僚ないしは役人の組織としてのビュロク
ラシーを構成する、言わば将棋の駒のような存在であるとする。それと同時
に、そこには非ビュロクラシー的な、その場その場で勝手に動くようなこと
もある、位置付けの難しい人たちであると捉える43。田尾がそのように捉え
る背景には、前提に対住民としての意識があると思われる。そうしたことか
ら自治体職員には、「コミュニティの一員としての公務員」44 やそれらコミュ
ニティの各アクター同士を繋ぐ「ネットワーカー」としての役割が求めら
れ45、特に「境界人」としての立ち位置は、まさに住民と直接接する窓口職
員もそれに当たるとする46。そして、田尾は、様々な利害が絡む地域コミュ
ニティにおいて、それら利害の先に潜む何かとしての「パラ利害」の発見に
は、パワー・ポリティクスの当事者、つまり民主的手続により選出される首
長や議員のような存在ではなく、自治体職員、特に住民にガバナンスの基本
的なところがあるという認識を共有すべきという点から47、「住民としての職
員」にその役割が期待されるとする48。
　今回の大震災発生以後の 2013 年に、公益財団法人日本都市センターが、
43 田尾雅夫『公共マネジメント―組織論で読み解く地方公務員』（有斐閣、2015 年）
69 ～ 70 頁。
44 同上、140 頁。
45 同上、163 頁。
46 同上、164 頁。
47 同上、244 頁。
48 同上、163 頁。
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全国 812 都市自治体を対象に実施したアンケート調査によると49、「地域コ
ミュニティ活動担当窓口はどのような場所に設置していますか」との質問に
対し、本庁舎のみとの回答が 43.1%、本庁舎に加えて各支所・出張所・事務
所等との回答が 29.3%、それらに加えて公民館・コミュニティセンター等の
地域活動拠点・集会施設との回答が 8.3% となっている。また、「地域担当職
員はどのような部署に所属していますか」との質問に対し、決まった所属は
無いとの回答が 49.2%、本庁のコミュニティ施策担当部課との回答が 18.0%、
担当地域内の支所・出張所・事務所等のコミュニティ施策担当部課との回答
が 15.6% となっている。これらの結果からは、その約半数は本庁の各部課の
職員が担当し、約 2 割が支所や出張所等の職員が担当していることが分かる。
なお、これらの結果からは、あわせて兼任が約 8 割、専任が約 2 割であるこ
とも分かるものとなっている。本稿では、同アンケート調査では触れられて
いない部分について、事例分析を通して若干のまとめを試みた。それらを以
下表 7 としてまとめ、その特徴を図 1 から 2 の円グラフとしてまとめた。
表 7　地域担当職員制度一覧
都道府県名 市区町村名 人口（人） 名称 運用開始 配置人数等 任期 職務形態 所掌事務
稚内市 36,140 地域担当職員 H12.4 ― ― 兼任 行政情報の提供、地域の要望
等の把握、連絡調整
―
士別市 20,214 〃 H22.4
16地域に各4～7人
（管理職のみ） 2年
兼任（要請に
基づく） 〃
制度運用開始当初から、地域
住民との政策懇談会において、
一人暮らし高齢者対策や防災
対策について扱われており、
職員には消防職も含まれている。
津別町 5,113 地域担当連絡員 H15.4 49自治会に各1人以上
（課長及び主幹のみ）
―〃任 兼―
斜里町 12,007 地域担当職員 H19.1 希望自治会に各1人
（管理職のみ）
2年 〃 〃
制度運用開始からH22.7まで
は、全自治会を対象に1自治
会に1人を3年任期で配置して
いた。
古平町 3,315 地域担当協力職員 H19.9 20町内会に各2～4人 ― 〃 〃 ―
猿払村 2,750 〃 H20.6 13地区に均等（全職員） 3年 〃 〃 ―
八戸市 235,878 〃 H20.4
24地区公民館に各1～2人
（主査級又は課長補佐級
中心）
2年 〃 〃 ―
田子町 5,971 〃 H22.4 20地区に各3人 2年 〃 〃 ―
岩手県 二戸市 28,501 地域担当職員（組織） H19.6 ― ― 〃 〃 ―
宮城県 大河原町 23,678 地域担当職員 H23.4 各区会に3人以内 2年 〃 〃 ―
最上町 9,251 地域づくり協働隊（集落担当連絡員） H15.6 37集落に各1人 ― 〃 〃
連絡員は原則集落在住の職
員。
川西町 16,099 地域担当職員 H18.4 町協働のまちづくり課職員
5人
―〃任 専―
西川町 5,821 地域支援職員 H18.4 12地区に各5人
（医療職を除く）
―〃任 兼年2
遊佐町 14,640 まちづくり地域担当職員 H23.4 希望する職員を各地域に 2年
兼任（要請に
基づく）
―〃
備考
山形県
基本情報
青森県
制度内容
北海道
49 2013 年 11 月 19 日～ 12 月 18 日の期間で、紙媒体発送・電子メール回答により、
507 市区より回収された（回収率：62.4%）アンケート調査。結果内容については、
公益財団法人日本都市センター編『地域コミュニティと行政の新しい関係づ
くり～全国 812 都市自治体へのアンケート調査結果と取組事例から～』（2014
年）を参照。
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都道府県名 市区町村名 人口（人） 名称 運用開始 配置人数等 任期 職務形態 所掌事務
福島県 飯館村 6,132 コミュニティ担当職員 H6.4 20行政区に各2人 ― 兼任 〃 ―
栃木県 佐野市 121,037 地域担当職員 H27.4 20地域に各2人 2年 〃 〃 ―
千葉県 習志野市 168,933 地域担当職員 S43.8
1地区1～4班で1班10人以
上（部長級は除く全職員・1
地区に保健師1人）
― 兼任 〃 ―
東京都 世田谷区 883,776 地区まちづくり支援職員 H14.2 （課長級及び係長級のみ） 1年 〃 〃 ―
神奈川県 寒川町 47,768 〃 H25.4 3地域に各6～18人以上（管理職のみ） 1年 〃 〃 ―
静岡県 南伊豆町 8,771 地域担当職員 H26.7 6行政区に各2人以上 2年 兼任（要請に基づく） 〃 ―
半田市 118,756 〃 H27.4 14地域に各2人（副主幹級以下） ―
兼任（要請に
基づく） 〃 ―
高浜市 46,811 まちづくり協議会特派員 H20.4
各小学校区に4人1チーム
（部長職並びに保育士・教諭職及
び単純労務職を除く全職員）
3年 兼任 〃 ―
伊勢市 129,764 地区担当職員 H20.4 各小学校区に3～5人（管理職のみ） 3年 兼任 〃 ―
亀山市 49,744
地域担当職
員（地域まち
づくり推進
H25.4 25地域コミュニティに10人程度 ― 〃 〃 ―
滋賀県 米原市 39,881 地域担当職員 H25.10 28自治会に各3人程度（管理職は除く） 2年以内
兼任（要請に
基づく） 〃
28自治会の活動テーマの内、
10自治会で防災対策について
挙げられている。
大阪市
東住吉区 128,685 地域担当職員 H25.4 14小学校区に複数名 ― 兼任
〃+要綱第3条（職務）第1項第3
号「防災又は防犯のための巡
視、点検等業務」
―
茨木市 279,358 〃 H20.4 32小学校区に7人 ― 専任 〃
H20.4から2小学校区を対象に
モデル事業として兼任職員の
みで運用開始し、H26.4からは
兼任及び専任職員で8校区を
対象に実施。H27.4から現在
の態勢となっている。
八尾市 268,902
①コミュニティ推
進スタッフ
②地域担当職員
①H20.4
②H23.4
①出張所等（各中学校区）に1人
（課長級又は課長補佐級）
②　―
― ①専任②兼任 〃 ―
豊中市 402,990 ①地域担当職員②協働推進員 H23.4
①市コミュニティ政策室職員
②各部に主任協働推進員、各区に協
働推進員
― ①専任②兼任 〃 ―
池田市 102,632 地区サポーター職員 ―
各地域コミュニティ協議会に4
～6人（ボランティア） 1年 兼任 〃 ―
寝屋川市 239,012 地域協働職員 H25.6 各部局に1小学校区当たり3人（係長級から部長級） 2年 兼任 〃 ―
朝来市 31,854 地域協働推進プロジェクトチーム H19.4
11地域自治協議会に各3人
程度 2年 〃 〃 ―
篠山市 42,915 まちづくり支援員 H21.4 19まちづくり協議会に各4～16人 1年 〃 〃 ―
丹波市 66,797 地域づくり支援者 H24.4 25自治協議会に各2～3人 無 〃 〃 ―
三田市 113,861 地域担当職員 H24.4 11地域8拠点毎 ― ― 〃
地域担当職員が担う役割の1つと
して、地域の課題である「災害時
における要援護者の支援体制」
を挙げている。
川西市 160,154 〃 H25.4 14小学校区に3人 ― 専任 〃 ―
養父市 25,118 地域担当職員（チーム） H20.7
各小学校区に1チーム5人
以内 2年 兼任 〃 ―
島根県 美郷町 5,105 地域担当職員 H16.10 各地域に若干人 1年 兼任（要請に基づく） 〃 ―
岡山県 笠岡市 51,170 〃 H22.10 24地域に各3～4人（部長級は除く） 3年 兼任
〃+規則第3条第3号「地域担当職
員の業務を行う中で、経験したこと
などを活かして、本市の将来に向
けて必要な施策を提案すること」
―
香川県 丸亀市 110,538 〃 H27.4 対象地域毎に3人程度 3年 〃
要綱第4条（職務）第1号「コミュニティに
よるまちづくりの推進に関すること」、第
2号「災害発生時における地域と市本
部との連携に関すること」、第3号「地域
の成人保健や母子保健に関するこ
と」、第4号「コミュニティと庁内関係部
課との連絡調整に関すること」。
―
西予市 40,386 〃 H23.4 各地域づくり組織に2人程度 1年 〃
行政情報の提供、地域の要望
等の把握、連絡調整 ―
久万高原町 9,051 〃 H18.5 各自治会に2人以内 1年 〃
〃+要綱第3条（職務）第4号「自主
防災組織の設置推進」、第5号「災
害発生時の対応体制の支援」。
―
高知県 安芸市 18,238 〃 H26.5 14地域に各3～12人 2年 兼任（要請に基づく） 〃 ―
福岡市 1,531,919 校区担当職員 H16.4 概ね4校区に1人 ― 専任 〃 ―
中間市 43,222 〃 H27.10 6小学校区に各数人 ― 兼任 〃 ―
佐賀県 基山町 17,477 地域担当職員 H24.6 地域毎に3人以上 2年 〃 〃 ―
長崎県 新上五島町 20,523 〃 H19.6 各地域に2人以上 1年 〃 〃 ―
大分県 豊後大野市 38,454 〃 H22.9 ― 2年 〃 〃
H27.4に要綱が一部改正され、第
6条に地域活性化会議に関する
規定が追加されている。
宮崎県 小林市 46,399 〃 H24.4 3中学校区に各1チーム10人程度 2年以内 〃
〃+要綱第4条（職務）第1号「地
域再発見の実施」、第2号「きず
な協働体の設立」。
―
中種子町 8,373 〃 H25.4 1地区毎に1人以上 1年 〃
要綱第3条（職務）関係別表第1
号及び第2号「地域活性化支援
交付金」関係、第4号「空き家情
報収集」、第5号「集落支援員と
の情報共有」。
―
十島村 681 〃 H24.7 各地域に2人以上 2年 〃 行政情報の提供、地域の要望等の把握、連絡調整 ―
※表は各自治体で公表されている情報をもとに筆者が作成。なお、―（棒線）部は不明のものまたは特に明記すべきものではないもの。
※人口は2016年2月1日現在で各自治体公表の最新の数字のため、算出の基準年月日は異なる場合がある。
基本情報 制度内容
備考
愛知県
福岡県
大阪府
鹿児島県
兵庫県
愛媛県
三重県
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市
47％
特別区
1％
市 特別区 町 村 行政区
町
35％
村
8％
行政区
9％
図 1　自治体区分
1万人未満
24%
1万人以上
5万人未満
35%
5万人以上
10万人未満
13%
10万人以上
20万人未満
17%
20万人以上
11%
1万人未満
1万人以上 5万人未満
5万人以上 10万人未満
10万人以上 20万人未満
20万人以上
図 2　人口規模
　この表 7 は主に「地域（区）担当職員」という名称で制度を運用している
基礎的自治体であるが、79 市区町村を整理し、それらを分析した図 1 から 2
もあわせて、全体を通して明らかとなったこととして、以下の数点が挙げら
れる。まず、人口規模は、約 88 万人の東京都世田谷区から、約 600 人の鹿
児島県十島村まで幅広く、その内訳としては、1 万人以上 5 万人未満が全体
の 35.4% で最も多く、次いで 1 万人未満が 24.1%、10 万人以上 20 万人未満
が 16.5% となっている。次に、その運用開始は、早いもので昭和 43 年 8 月
の千葉県習志野市から、新しいもので平成 27 年 10 月の福岡県中間市まで、
特に平成 19 年以降の開始が 29 自治体で全体の 36.8% を構成している。これ
は、総務省のコミュニティ研究会が、平成 19 年 6 月に中間とりまとめを公
表しており、その中で、行政の関与のあり方について、行政側の改革の一環
として、地域担当制の導入を例として挙げていることもその要因の 1 つであ
ると考える50。次に、配置人数等は、全自治会を対象にしている自治体から、
中学校区（公民館区）程度までを対象としている自治体まで様々見られる。
50 総務省コミュニティ研究会「コミュニティ研究会中間とりまとめ」（2007 年 6
月）14 頁。
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しかし、主には小学校区を対象としている自治体が多く、また、配置される
職員に管理職を置いている自治体が複数見られるのは、管理職は行政内での
経験が豊富であり、地域が求めるニーズの幅広さに対応するためと考えられ
る。次に、任期は、全く設定していない自治体から最長 3 年までの範囲で見
られ、特に 2 年任期の自治体が全体の 27.8% を占めている。次に、職務形態
で、町内会自治会からの要請に基づく形が多いのは、例え兼任とはいえ、配
置できる職員には限りがあること、既に各地域には居住している職員がいる
こと等が理由として考えられる。この点、例えば、大阪府茨木市や兵庫県川
西市、福岡県福岡市、山形県川西町のように、一定の人口規模の範囲内では
あるが、専任の職員を配置している自治体や、大阪府八尾市、同豊中市のよ
うに、専任と兼任を併せて設置する自治体も見られ、その理由の 1 つとして、
川西市では、「職場の人員が減っている中で、勤務時間中に職場を離れて地
域の会議に出席することは厳しい」というものが挙げられている。先の集落
支援員の部分でも述べたが、地域住民との信頼関係の構築という観点からも、
設置が可能であれば「専任」であることがより望まれる。
　いずれにせよ、佐賀県基山町における同制度の要綱第 4 条（職務）第 1 項
第 1 号但書に、「行政の所管が明確で、特定の所管課で協議すれば解決でき
る事項を除く」旨定めているように、まさにそれが同制度に求められる職務
の根本とも言えるのではないかと考えられる。その一方で、青森県八戸市で
は、制度の課題の 1 つとして、「積極的に活用する地域がある一方、ほとん
ど活用していない地域も幾つかある」点を挙げているように、その課題も残
されている制度と言える。同様に課題としては、「地域担当職員」制度とい
う名称から、地域コミュニティ全体のことを対象とするようなイメージが先
行し、同制度に対して過度な負担感を与えていることも挙げられる51。
（2）「地域担当職員」制度の可能性
　そのような同制度について、住民に身近な政府としての基礎的自治体にお
51 元木、前掲論文 109 頁。
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いて、地域コミュニティは住民生活のまさに最前線であり、自治体職員には、
積極的にその現場に赴きコミットすることを求める、「現場実践の行動原理」
という概念が存在する52。同原理では、第一線職員としての地域担当職員に
ついて、「これまでの地域と行政のもたれ合いからは一歩距離を置き、むし
ろもつれたしがらみを解きほぐす役割」を期待している53。また、同原理を実
現させ、自治体経営を推進する上でもそれを職員に徹底させることが求めら
れ、その点で地域担当職員制度は可能性に満ちたツールであるとされる54。
　このように、第一線職員としての地域担当職員については、理論及び実務
の両面において様々な役割が求められている。そのような中、多くの都市自
治体においても、少子高齢化等の影響により、地域コミュニティ内の町内会
自治会加入率の低下から見ても顕著に分かる通り、それは危機的な状態にあ
ると言える。そうした状況下において、地域担当職員には、単なる住民の仕
事を肩代わりするのではなく、コーディネート機能を発揮し、地域力を引き
出す役割が求められるとする見解が見られる55。
　また、その地域担当職員は、住民と行政との総合的・包括的な新しい接合
点としての「触媒」のような存在であり、その業務は自治体における職員の
職務として、その組織内の最末端で行われる。そうしたことから、その存在
は、既存の第一線職員像とは異なる性質を持つ、新しい形での第一線職員で
あるとする分析が既に見られる56。
　このように様々に捉えられる地域担当職員の役割であるが、その役割を担
う自治体行政職員について、金井利之は、「民主主義体制の中の非民主主義
的要素」として位置付けた上で、意思決定を政治から委ねられている「公の
意思形成」としての政策立案や「公権力の行使」としての政策実施において、
52 大杉、前掲論文 10 頁。
53 同上、11 頁。
54 同上、12 頁。
55 名和田是彦「コミュニティ再生をめぐる制度と地域力」『市政』61 号（全国市
長会、2012 年 9 月）17 頁。
56 稲垣浩「地域担当職員制度の制度設計―課題の整理と展望―」北海学園大学
開発研究所編『開発論集』第 93 号（2014 年 3 月）92 ～ 93、102 ～ 103 頁。
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相当の裁量を含んだそのような公益性判断のための正統性が行政職員には備
わっていなければならないとする。そして、それが「代表性」であり、行政
職員はまさに「官僚制」の一員ではあるが、当然ながら政治的代表ほどでは
ないにせよ、何らかの「代表性」が予定されているとする57。この「代表性」
という言葉が自治体職員にどこまで合致するかは更なる考察が必要となる
が、地域コミュニティとの関係において、ネットワーク・ガバナンスにおけ
るガバナンスを超えたメタ・ガバナンスとしての総合調整役を担う第一線職
員のことを指しているものと読み取れるのではないだろうかと考える。
　また、同制度について、櫻井常矢が、「行政の部局の数だけ地域の団体や
役職があるというように、縦割り行政が縦割りの地域を構築してきていると
言ってよい」との分析を行っているように58、これは現在の地域コミュニティ
が抱えるその根底にある課題の 1 つであると言えるのではないかと考える。
そうした課題を解決するための核となるべき観点の 1 つとして、櫻井は、「各
種団体、行政委嘱委員間のつながりを描くことが必要であり、地域計画もま
たそうした観点での策定が求められるものと考える」とする59。そのための
存在として、「今後は面的な地域を見据えた行政職員の関わりが求められ、
その点で一定区域の地域コミュニティに行政職員がかかわる担当職員制度の
意義が見出される」とし60、地域担当職員の存在を挙げている。
　更に、同制度の先行研究として、佐藤彰彦は、「地域担当制度導入以前は
行政分野や事業目的別の縦割りの限定した範囲で行われていた各事案が、制
度の導入によって、同時に、協議会等の設立によって、住民・行政の双方で
57 金井利之「被災地における住民の意思反映と自治体行政職員」公益財団法人
日本都市センター編『被災自治体における住民の意思反映―東日本大震災の
現地調査・多角的考察を通じて―』（2014 年 3 月）26 ～ 28 頁。
58 櫻井常矢「地域コミュニティ支援をめぐる構造と課題（1）―山形県内におけ
る地域担当職員制度の実態をもとに―」高崎経済大学地域政策学会編『地域
政策研究』第 12 巻第 1 号（2009 年 7 月）69 頁。
59 同上、69 頁。
60 同上、69 頁。
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広く周知されるようになった」とし61、「各種組織間の連携・協調のメカニズ
ムは、いずれも地域担当を媒介としてネットワークが構築・拡大されてきた
とも言える」との分析結果を示している62。この点、同制度の定義付けのた
めの 1 つの基準として、既存の縦割りの役割とは違う点という考え方も有効
であると思われる。
　確かに、「地域担当職員」制度自体は決して真新しいものではなく、自治体
によってはかなりの歴史を有しているところも見られる。また、その役割は
主に地域コミュニティにおける町内会自治会との連絡・調整役であり、まし
てや、本稿で課題としているような「政策分野横断型ネットワーク・ガバナ
ンス」における総合調整役などという広範かつ裁量の多い役割が、その事務
分掌として明確に位置付けられているわけでもない。この点、本稿でも取り
上げたように、同制度に関する先行研究は幾つか見られ、その中には地域担
当職員を第一線職員として捉えるものも見られる。しかし、実際の同制度に
はそこまでの権能が十分には与えられていないのが現状である。つまり、そ
れは、その役割が未だ従来の地域コミュニティにおける町内会自治会との連
絡・調整役に限定されているからに他ならない。もちろん、その従来の役割
も引き続き重要な部分を占めるものではあるが、ここまで見てきた、地域コ
ミュニティにおいて活動する各アクターの特性からするならば、そこには更
なる役割の付与を明確化することが求められているのではないかと考える。
４　おわりに
　本稿では今回の大震災発生以後の基礎的自治体において、そこから得られ
た教訓に基づき目標とされるガバナンスの形は、「政策分野横断型ネットワー
ク・ガバナンス」であると位置付けた。そこには、ガバメントとしての自治
体行政との関係性から、町内会自治会長や民生委員等の比較的長い歴史を有
61 佐藤彰彦「地縁型住民自治組織の位置づけと地域担当制度に関する研究」日
本地域政策学会編『日本地域政策研究』第 7 号（2009 年 3 月）164 ～ 165 頁。
62 佐藤、前掲論文 165 頁。
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するアクターから、本稿で取り上げた行政相談委員や集落支援員等の、言わ
ばガバメントの外延を構成するアクターが存在する。また、今回の大震災発
生以後、「新しい公共」の概念に基づき登場し、その活動をさらに活発化さ
せた NPO 等の、ガバメントの外延を越えた、まさにガバナンスの一部を構
成するアクターが存在する。本稿では、それら様々なアクターが存在するこ
とを改めて確認し、それら様々なアクターにより構築されるネットワーク・
ガバナンスにおいて、それらのアクターを総合調整する役割を担う第一線職
員としての「地域担当職員」制度の可能性について考察した。そのネットワー
ク・ガバナンスの中では、様々なアクターが活動するが故に、それらが対象
とする政策分野が重なる状況も生じている。そこで、そのような地域コミュ
ニティにおける政策分野毎のアクターや、政策分野を重複するアクターによ
る連携をさらに強固なものとしていくためには、自治体行政内においてその
ような政策分野を横断した役割の職員を設ける必要があるとの結論に至っ
た。そこで、その具体例の 1 つとして、既に複数の自治体で取り組まれてい
る「地域担当職員」制度が効果的なのではないかということを提案した。
　今後は、その「地域担当職員」制度について、それが今回の大震災におい
て実際どのような役割を担ったのか、今回の大震災発生以後に同制度の運用
を開始した自治体の背景等、同制度に関する全国的なアンケート調査等の実
施も視野に入れ、事例研究を通して明らかにしていきたい。また、そもそも「地
域を“支援”するとはどういうことを意味するのか。あるいは担当職員制度
の先にはどのような自治体経営の姿を描いているのかが課題である」との指
摘が見られるように63、災害時に限らず、本稿で取り上げた様々なアクター
との関係性についても明らかにしていきたい。その上で、今回の大震災を受
け改正された災害対策基本法で、新たに規定された「地区防災計画」の策定
について64、地域担当職員がその策定の中心的な役割を担い得ないか、その
63 櫻井、前掲論文 67 頁。
64 この点、「多様な主体の水平的な関係性により作成される計画は、ガバメント
（行政）単独による計画に対して、ガバナンス（多様な主体による協活）型計
画と呼ばれるが、今後の防災行政の課題はこのようなガバナンス型計画の構
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ような形を作ることにより、地域コミュニティ全体の持続可能性を確保する
ことに繋がらないかという点について、考察を試みたい。
【追記】
　本稿を執筆するにあたり、そのキーワードの 1 つである行政の「第一線職
員」のモデル像としたのは、筆者の地元である山梨県甲府市において、長年、
給食調理員として奉職し、昨年 11 月に 93 歳で他界した祖母・田中かつゑの
存在である。祖母は、若くして夫と死別し、女手 1 つで 3 人の子どもを育て
ながらも、市の礎となる、数え切れない子どもたちのために、給食調理の現
場において活躍した、まさに「第一線職員」であった。
　なお、筆者も同じ市役所職員として現在勤務しているが、本稿における意
見の部分はあくまで私見であり、所属機関を代表するものではないことを申
し添えておく。
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